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日本テレコムがSAN環境を構築することで
総容量約20TBのストレージを効率的に管理

日本テレコム株式会社は、固定電話、

携帯電話（J-Phone）、インターネ

ット・サービス・プロバイダー（ODN）

などのサービスを提供する日本有数

の電気通信事業会社です。母体とな

った（旧）日本テレコムは、1984年

10月に設立されました。その後、鉄

道通信株式会社および日本国際通信

株式会社と合併し、市内電話から国

際電話までの通信サービスを提供す

る総合的なキャリアとなっています。

同社におけるSANの利用は、2001年

2月にさかのぼります。顧客の増加

や新サービスの提供開始などによっ

てオープン系サーバーで処理するデ

ータが急増していることに危機感を

持った情報システム部門は、SAN対

応システムによりストレージ統合を

することでデータ利用効率を高め、

管理コストの削減を目指したのです。

この計画を実現するために選定され

たのは、SANに対応した超大型スト

レージであるIBMエンタープライズ・

ストレージ・サーバー（ESS）と

Brocadeファブリック スイッチでし

た。2001年2月に導入された1号機は

約10TBの容量のディスクを内蔵し

たもので、サーバー群とのSAN接続

にはファイバー・チャネル（FC）

スイッチ（SilkWarm 2800相当品/16

/16ポート）を選び、サーバーの台

　

数を考慮して3基を導入しています。

その7カ月後の2001年9月には、同一

仕様のESSを1基追加して、ストレ

ージ容量を2倍に増強しました。2号

機との接続やサーバーの台数増に対

応するため、同じ仕様のFCスイッ

チが2基増設されました。さらに、

最初の導入から1年後の2002年2月に

は、顧客システムを処理するための

サーバー群から一挙5台がSANに参

加することになったのを受けて、も

う2基のFCスイッチがSANに追加さ

れました。2002年3月現在、これら

すべてを加えた日本テレコムの

SAN環境は、ストレージが約20TB、

Brocade FCスイッチが16ポート×7

基、参加しているオープン系サーバ

ーの総数は18台という非常に大規模

な構成へと成長しています。

サーバーにはUNIX（AIX, HP-UX）

ベースのものとWindows NTベース

のものとがありますが、「マルチ・

プラットフォーム対応のBrocade 

FCスイッチやESSを選んでおいた

ので、接続に際して問題はまったく

発生しなかった」と情報システム本

部システム基盤部IT基盤グループ 

課長代理の森和浩氏は述べています。

バックアップ処理時間を60%削減

�

オープン系サーバーが接続されてい

　

電気通信事業者の大手である日本テレコムでは、顧客増と新サービス提供

によるデータ量の増加に、SANベースのストレージ統合で対応し、成功を

収めました。対象になったのはマルチ・プラットフォームのオープン系サ

ーバーで構成されたシステムで、ストレージに採用されたのは合計容量約

20TBのESSです。また、SAN対応システムに移行したことで、バックア

ップに要する時間は40%に減り、設置面積や消費電力も大幅に減少しま

した。

●技術的課題：

マルチ・プラットフォームのオープ

ン系サーバーのデータ・ファイルを1

カ所に集中して格納効率を高め、管

理コストも削減すること。

�

●ソリューション：

ストレージ統合を可能にするESSと

マルチ・プラットフォームのオープ

ン 系 サ ー バ ー を 柔 軟 に 接 続 す る

Brocadeファブリック スイッチ

�

●成果：

・ストレージ統合で利用効率のアッ

　プを実現・高速なスピードを実現

・バックアップ時間を従来の40%に

　短縮

・ストレージの設置面積を約半分に

　削減

・消費電力を1/4に削減

概　要
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る2台のESSは、主にデータベースの格納と

バックアップのために使われています。デー

タベースの種類はサーバーにインプリメント

されている業務アプリケーションによって異

なりますが、SAN環境に最近参加した顧客

システムのデータは日立製作所のHiRDBに

格納されています。このデータベースは

SAN環境に参加しているオープン系業務ア

プリケーションでは最大の容量を持ち、必要

な可用性を確保するために、クラスタリング

動作の2台のサーバーからは共有ディスクと

して使えるように設定してあります。

大容量データをテープからリストアするのは

時間的に非現実なため、日本テレコムはオー

プン系システムではテープによるバックアッ

プを行っていません。日常の業務処理に関す

るデータはESSのdisk to diskコピー機能によ

り、ESS内で世代別にバックアップされ、万が

一のトラブルが発生した場合は、disk to disk

コピー機能によって復元の処理が行われます。

SAN対応のストレージ・システムを導入し

たことによって、バックアップに要する時間

は従来の40%と劇的に短くなりました。導入

前はデイリーの夜間バックアップ処理に4.5

時間かかっていたのに対し、導入後はわずか

1.8時間で済むようになったのです。これほ

どの効果が生まれるのは、SCSIベースの直

接接続型ストレージ（DAS）に比べて、

SANベースのESSではディスクのI/O待ちが

大幅に減少するためです。

SANベースのストレージ・システムを管理す

るためのソフトウェアとして、日本テレコム

は各ベンダーから標準で提供されているもの

を組み合わせて利用しています。FCスイッ

チの管理に使われているのは、ブロケードコ

ミュニケーションズシステムズ製のBrocade 

WEB TOOLSと呼ばれるソフトウェアです。

この管理ツールはネットワーク上の任意の

Webブラウザーで動作し、SAN上のすべての

FCスイッチについて、状況とパフォーマンス

のモニタリング、設定の確認と変更などの管

理関係の操作を行うことができます。

設置面積や消費電力でも大きな効果

Brocade スイッチによるSAN対応とESS導入

効果について、日本テレコム情報システム本

部システム基盤部のシステム管理者は「シス

テム運用管理において、いろいろな側面で効

果があった」と高く評価しています。導入目

的の1つであったデータ格納効率の向上につ

いては、データ・ファイルを1カ所に集中す

るストレージ統合を行った結果、ディスクの

空きエリアをサーバー間で融通することが可

能になりました。もう1つの目的である管理

コストの削減は、すでに触れたように、バッ

クアップ時間を60%削減しています。SANの

ベースとなる技術、ファブリックとBrocade 

FCスイッチの取り扱いはプラグ・アンド・

プレイのように簡単なので、導入、増設、構

成変更のための時間も最小限で済みました。

当初の導入目的には入っていませんでしたが、

設置スペースと消費電力も大きく削減されて

います。SAN対応システムではない場合では

17平方メートル（保守用スペース除く）の面

積が必要と考えられていましたが、ESSと

Brocade FCスイッチの組み合わせにより必

要な面積は9平方メートルと、約半分で済み

ました。また、消費電力も1/4程度に減り、

電源供給の安定度が高まるとともに停電対策

のコスト削減にもつながっています。

ストレージ・システムの規模と構成はデータ

量によって大きく依存するため、「今後の拡

張計画は通信サービスの市場動向を見ながら

決めたい」と情報システム本部システム基盤

部 部長の須藤豊氏は話しています。電気通信

事業の業務の中心は固定電話から携帯電話と

データ系に移行しつつありますから、その流

れに対応して業務システムの構成と内容が変

化し、その変化に応じてストレージ・システ

ムの将来仕様が決まります。日本テレコムの

情報システム本部システム基盤部では、この

ような会社内の動向も考慮して、SAN対応シ

ステムを採用し導入することで非常に効果的

なストレージ運用管理を実現しました。


